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平成２７年度概算要求における科学技術関係予算＜全体額＞

平成27年度概算要求 総額
（要求額＋要望額） 【参考】 平成26年度

当初予算額

【参考】 対前年度比較

うち「新しい日本のための
優先課題推進枠」要望額 増額 増減率（％）

科学技術関係予算
(Ａ + Ｂ) ４０,２９７ ６,９２１ ３６,２６９ ４,０２８ １１．１％

１ 一般会計 （Ａ） ３３,１４７ ５,５４９ ３０,２３０ ２,９１７ ９．６％

うち
科学技術振興費 １４,６３４ ２,７５２ １３,３７２ １,２６２ ９．４％

２ 特別会計 （Ｂ） ７,１５０ １,３７２ ６,０３９ １,１１１ １８．４％

（単位：億円）

（※1）「科学技術関係予算」とは、科学技術振興費の他、国立大学の運営費交付金・私学助成等のうち科学技術関係、科学技術を用いた新たな事業
化の取組、新技術の実社会での実証試験、既存技術の実社会での普及促進の取組等に必要な経費としている。

（※2）「科学技術振興費」とは、一般会計予算のうち、主として歳出の目的が科学技術の振興にある経費としている。（具体例：研究開発法人に必要な
経費、研究開発に必要な補助金・交付金・委託費等）

（※3）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府
省の速報値をとりまとめたものであるため、今後の精査により変更があり得る。
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（単位：億円）

平成27年度概算要求 総額 （要求額＋要望額）
【参考】

平成26年度当初予算額 対
前年度
増減率
（％）

うち「新しい日本のための
優先課題推進枠」要望額

一般
会計

うち
科学技術
振興費

特別
会計

計
一般
会計

うち
科学技術
振興費

特別
会計

計
一般
会計

うち
科学技術
振興費

特別
会計

計

国会 11 11 - 11 - - - - 11 11 - 11 ▲0.4%

内閣官房 697 - - 697 151 - - 151 610 - - 610 14.3%

復興庁 - - 301 301 - - - - - - 404 404 ▲25.7%

内閣府 761 742 - 761 115 114 - 115 740 721 - 740 2.8%

警察庁 21 21 - 21 - - - - 21 21 - 21 ▲0.8%

総務省 524 412 - 524 76 34 - 76 493 406 - 493 6.3%

法務省 61 - - 61 3 - - 3 68 - - 68 ▲10.3%

外務省 71 - - 71 2 - - 2 63 - - 63 11.9%

財務省 13 10 - 13 - - - - 13 10 - 13 ▲0.2%

文部科学省 24,581 9,855 1,514 26,095 4,412 2,192 296 4,708 21,917 8,483 1,202 23,118 12.9%

厚生労働省 1,213 827 28 1,241 196 122 - 196 1,599 1,255 28 1,627 ▲23.7%

農林水産省 1,077 962 - 1,077 130 41 - 130 978 928 - 978 10.1%

経済産業省 1,539 1,208 4,991 6,530 242 124 1,060 1,302 1,286 1,004 4,110 5,396 21.0%

国土交通省 575 311 4 579 52 33 - 52 525 281 4 529 9.4%

環境省 347 277 312 659 97 91 17 113 319 253 263 582 13.3%

防衛省 1,657 - - 1,657 73 - - 73 1,587 - 28 1,615 2.6%

計 33,147 14,634 7,150 40,297 5,549 2,752 1,372 6,921 30,230 13,372 6,039 36,269 11.1%
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平成２７年度概算要求における科学技術関係予算＜府省別＞

（※1）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであるため、
今後の精査により変更があり得る。

（※2）予算額は四捨五入して掲載（予算計上がない場合は「-」と掲載）。




